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電波の利用状況の調査の見直し案（詳細）



○ 電波の利用実態をより的確に把握し、評価に活用
○ 電波の利用状況を「見える化」し、電波に対する一般的な理解が向上

調査内容 主な調査項目

免許人数

無線局数

占有周波数帯幅 等

運用状況（通信量・時間）に関する項目

電波有効利用のための導入技術に関する項目

他の周波数帯への移行可能性 等

電波の利用状況の調査等に関する省令（平成14年総務省令第110号）第５条第６項において、調査を補完するものとして活用す
ることができることとされている電波の発射状況調査を、有効に活用。 （その際、個人情報、機密情報の取扱いに留意。）
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無線局DB

無線局数等の
基礎数値調査

免許人 利用実態等の
調査

＋

【2.4GHz帯の無線ＬＡＮの繁華街における調査の例】

アクセスポイントが同一エリアで多数設置・使用さ
れている状況を示している。
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●電波の発射状況調査の活用例②
現行の調査では適当なデータが

取得できない無線システム（例：
免許不要の無線LANシステム等）に
ついては、出荷台数調査などと併
せて、観測ポイントに出向いて実
測を行う。

●電波の発射状況調査の活用例①
電波の利用実態を、より的確に把握する必要がある無線システム（例：携帯

電話システム、ＭＣＡシステム、簡易無線システム等）について、全国11の総
合通信局等の所在地（半径約15km程度）で、１システムにつき年間７日（四半
期ごとに平均的な日を１日ずつ、特に電波が使われている日を３日間）程度の実測
を行う。 【調査結果のイメージ】
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（１）調査内容・評価手法の深化 ①電波の発射状況調査の活用

現行の主な調査内容

総務省の無線局
データベースを活
用した調査

免許人に対する調
査票による調査

総務省
の電波
監視シ
ステム
等を活
用した
電波の
発射状
況調査



（１）調査内容・評価手法の深化 ②適時柔軟な調査の実施

通常の調査サイクル
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3.4GHz超

770MHz超
3.4GHz以下

770MHz以下

（一定期間毎年度調査の例）

周波数再編を加速する検討、周波数再編後の移行状況の把握、周波数再編に向けた課題を把握する
などの必要があれば、一定期間、毎年度調査を行うなど、適時柔軟に調査を実施。（その際、無線
局免許人の負担軽減に配慮。）

２

第４世代移動通信システムの早期導入に向けた対象周波数帯の移行状況

地上アナログ放送跡地の活用状況
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（２）調査結果の公表方法の見直し

現行の調査結果の公表方法 総務省のホームページ上に、電波利用システムごとにＰＤＦ形式で公表。

（例）

今後の調査結果の公表方法

■総務省のホームページ上に、調査結果データを
二次利用が可能な形式で公表。
（例）
・数値データは、データ加工を容易とする形式
で掲載

・項目別データの掲載（例：同一システム別、
管区別、都道府県別 等）

■調査結果が広く活用される国民にとって有益な
情報資産となることを期待。

1．免許人の数

　①　免許人数　　［単位：人］

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（前回調査年度）

2．無線局の数

　①　無線局数　　［単位：局］

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（前回調査年度）

無線局数

電波利用システム名 ●●無線通信

免許人数

このデータを加工して分析するな
どの活用をしようとする免許人や
国民の方々にとっては、扱いづら
い、というデメリットがある。

３

※ 平成24年７月４日、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部で決定された「電子行政オープン
データ戦略」においても、「公共データの活用の取組を進める」こととされている。

電子行政オープンデータ戦略（関連部分抜粋）

第３ 基本的な方向性
１．基本原則

我が国において公共データの活用の取組を進める
に当たり、次の①から④までを基本原則とする。
① 政府自ら積極的に公共データを公開すること
② 機械判読可能な形式で公開すること
③ 営利目的、非営利目的を問わず活用を促進す
ること

④ 取組可能な公共データから速やかに公開等の具
体的な取組に着手し、成果を確実に蓄積してい
くこと



（３）免許人回答手段の電子化

【現 行】

調査票
郵送

総合通信局

又は 郵送

総合通信局

電波利用ＨＰ
調査回答ツール

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

【導入案】

①電子メールへのファイル添付による提出

②Webサイト上でオンライン入力した回答データの提出

調査票

免許人

Webオンライン回答システム

HP

オンライン回答
システムサーバ

会社名

移行時期

・－・－・－
-・・・---－-- -

受領したID・パス
ワードでWebオンラ

イン回答システム
にログインし、回答
入力・提出。

総合通信局

調査結果
集計システム

電波利用ＨＰ
調査回答ツール

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ
電子ファイル

電子メール

総合通信局

調査結果
集計システム

○ 免許人の負担軽減等の観点から、現在、郵送のみとなっている回答手段について、セキュリティや費
用対効果に留意し、メール回答又はWeb回答の手段を導入。

又は

４

⇒ セキュリティ、コストの観点からも検討を行い、詳細を決定


